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は じ め に






































す ことによる損失を急激にへ らす」。 この課題を解決す るために,資 材会計の改善が問題 とな づ
た。、
そ こで,ソ 連邦財務省内の会計 と報告書の管理局は,多 くの工業企業 と建設企業 における材料
の会計組織の先駆的経験を調査 し,研 究者 と実務家 とか らなる協議会を頻繁に開催 して,倉 庫会
計 と材料会計の諸問題を討議 した。そ して,こ れ までの訓令の欠点を取除いた新 しい規程 として.
1956年3月22日,「企業 と建設におけ る材料会計に関す る基本規程」《OcHoBHHenono】KeHlisnO
(1,P.228)
ygeTyMaTepllaaoBHailpeAllpHgTu"xucTpo茸Kax》カミ認 司1され た 。.i
(1,pp.228-230)
新規程はつぎの5つの部分がらなうている。第1部は材料会計の課題と総則,第2部 は資材動










{1}今日の ソ連の会計辞典によれば,リ ミット・配給 カー ドはつ ぎの ように説明されている。 リミッ ト・





撰 詑 防106)一 ・ti.・.、 ・
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を省 き,そ の量 もいち じるしく削減す ることにな った。建設業における会計業務量 もいちじるし
く削減 した。例えば,建 設企業 の経理部から遠 く離れた現場 の会計担当者は,煩 雑な材料残高一
覧表の作成に代 って,材 料の受入 ・払 出の月次報告書を作成す ることになった。
また規程は,労 力のかかる資材の計算を機械化す ることを推薦した。 とりわけ,材 料の残高計
算 を計算機で処理す ることにした。それによって,先 駆的な材料の残高計算法 と会計の機械化 と
が結合することに なった。
さらに規程は,生 産現場での原材料の利用を計算することに も注 目した。 この計算は材料の性
質,生 産技術の特質,発 生す る損失 の内容に応 じて実施することにした。そしてその計算デー タ
に もとついて企業の経理部は,原 材料利用についての価値指標(原 材料調達の計画原価と卸売価格)
に よる貨幣計算を実施す ることにな った。
ところで,こ うした一連の資材会計の改善は,1956年10月16日付のソ連邦閣僚会議決定 「企業














いた。 しかし,第6次5力 年計画の実施期間申に労働 と賃金の組織化の分野に大きな欠陥が生じ
ていた。生産においては,作業の経験的 ・統計的なノルマが主として普及し,ノルマは技術的に
(21
充分な基礎を もっているものではなか った。 このため,そ れは労働者の賃率額に とって意義のあ
るものとはな っていなかっただけでな く,それぞれの部門別 と職業別の賃率額の水準は正当な相














計局は,新 しい 「工業企業における労働 と賃金の計算に関する基本規程」《OCHOBHNenonoxeHH9
(1.P.231)
myqeTyTPyπava3aPa60THotinnaTHHaupoMNIIIneHH'HxnpeAnpvasTugx》を発 布 した。 この規

















計算ステーシ ョン(MCC),機械計算 ビュー ロー(MCB)に大 きな負担をかけていた。
そ こで,多 くの企業は ノルマと出来高払い賃金基準の量を再検討 して削減す ることに した。そ
のために,生 産高 ノルマと出来高払い賃金基準を詳細にす る代 りに,そ れらを拡大し,不 必要に





































規程の第3部 では,労 働時間の利用の計算 と労働規律状態にたいす る統制が規定された。それ'
は旧規程 では39項目であったが,新 規程では13項目となった。新しい規程は,作 業欠席,病 気欠
勤,相 当の理由なき欠勤な どから出勤を記録す る方法を規定 して,従 来の出勤退出の記録計算量
をいち じるし く削減した。 こ うした方法への変更は出勤退出の記録係の時間を大 き く短縮させ,
その結果,記 録係は別 のより生産的な業務に従事で きるようにな った。
実際の労働時間の計算は,原 始的証愚書類によってではな く,出 勤退出の記録計算のデータに
よってお こな うようにした。そして従来おこなわれていた出勤退出の記録係が労働規律の違反の









































も不必要な指標をもった企業 自身の 「特殊な形態」を利用していたことも,問題をいっそ う複雑
(1,P.235)
に していたのである。
労働 と賃金の計算を改善 し,そ の業務量を削減す るために,ソ 連邦中央統計局は,1957年9月
6日付の ソ連邦閣僚会議決定に もとついて,工 業,建 設業お よびその他の経済組織におけ る新し
い 、「労働 と賃金の第1次 的計算の模範形態」《THnoBNeΦopMNnepBnqHoroyqeTa叩yπan3a・
(41) ソビエト会計発達史 41
pa60THottmaaTN》を作成し,そ れをアルバ ムとして多量に発行した。そして,ζ の新 しい模範形
(1,p.236)
態は1960年1月1日か ら採用 されてい くことになった。
模範形態の作成に際 して,ソ 連邦申央統計局は先駆的先進的形態 とその計算方法を提示 した。
模範形態は従前の ものと比較 して,形 態の数 とその指標 の数 とを減少させ,会 計の機械化に よる
処理を可能に した。
労働 と賃金の計算のための模範原始的証愚書類は,つ ぎの ようになった。定員 ・構成員の計算
のためには11種の統一模範形態(様式NαT-1～No.T-11),労働時間の利用 と出勤退出の記録計算
のためには5種 の統一模範形態(様 式No.T-12～N・.T-16),生産高と賃金,生 産物の不 合格 品と
未払金の計算のためには32種の統一模範形態(様式N・.T-17～No.T-48),賃金について の 労働者
と勤務 員との決済 の計算のためには8種 の統一模範形態(様式No.T-49～No.T-56)が,それぞれ
採用 され ることになった。 ソ連邦中央統計局は,こ れらの形態に何 んらの変更を加えることなし






































においても複雑な困難 な問題を もたらす ことになるからである。
そ こで,1956年9月19日,ソ連邦財務省は ソ連邦中央統計局 と協力して,「国営工業企 業 の基
本活動の会計の簡略化 され た 勘定計 画」《CoKpa田eHHWhnaaHcgeToB6yxranTepcKoroygeTa
k(7,P.237)
ocrtoBHotiAe克TenbHocTurocyAapcTBeHrtNxrrpoMHIIIneHHNxnpeAnpllATtifi》を承認した。
簡略化 された勘定計画は,第1段 階に45の総合勘定を配置 した勘定計画 となった。それは73の
総合勘定をもつ勘定計画の うちの若干の総合勘定を,補 助勘定 として第2段 階に移行す ることだ
けで制定された ものではなか った。 原則 としてそれは,取 引を従前の勘定ではな く別 の勘定 で把
握 して,省 略でき得 る勘定を取除 くとい う方法と,分 析計算 のデータなしにはバ ランスを作成 で
きない ような勘定を統合す るとい う方法 とで,制 定 した。その結果,「賃金」勘定,「固定資産の
除却」勘定,「再加工用資材」勘定な どは取除かれた。 これ らの勘定は,賃 金フォン ドの変 化 を



































































1957年5月10日に 召集 され た 第7会 期 ソ連 邦 最高 会 議 は,ソ 連 邦共 産 党 中央 委員 会2月(1957
年)総 会 の決 定 に も とつ い て,「 工業 と建 設 業 の管理 組 織 のい っそ うの改 善 に関す る法 令」《3aK頒
oAanbHetimeMcoBepmeHcTBoBaHHuopl'aHH3aばnHy11paB』eHH兄llpOMHIIIneHHOcTbroncTpo随Te囚・
(1,P.242)






























年9月 に は,「 経 済行 政 地 区の 国 民経 済会 議 の中央 経 理部 に関す る規 程」 《nonoxeHMeoqeHTpa-
nbHoti6yx「amepnucoBHaPxo3agKoHoMvauecKovoaAMIIHvac叩aTHBHoropa施Ha》が,す べ ての 国
民 経済 会 議 の た めに 作成 され た。 この規 程 は国民 経済 会議 の 中央 経理 部 の基本 的課題 と機 能を規
(1,P.243)
定 し,国 民経 済会 議 の経 理 部 長 の権 限 と義 務を定 めた 。
1957年9月20日,ソ 連 邦財 務 省 と ソ連 邦 中央 統計 局 は,「企業,建 設,経 済組 織,国 民 経 済 会




ygpewueHmi》の指示を公表 した。 この指示は,国 民経済の全部門の企業の報告書の構造 と定 期
的開示を整備す ると同時に,基 本活動のバ ランス形態,バ ランス項 目の解釈,要 員養成の報告書,
簡略的なバ ランス記 帳法な どを示した。
ソ連邦財務省,ソ 連邦中央統計局,国 民経済会議は,会 計の機械化の諸問題にも注意を払 った。
ほ
と りわ け,会 計 の機 械 化 の模 範 を研 究 し,そ の先進 的経験 の広 範 な普 及 と経 理部 への 計算機 の全
面 的 導 入 につ い て の施 策 を採 った。 ソ連 邦財 務 省は,1958年3月1日 付で 「機 械化 手段 に適用 し
た工 業 企業 に おけ る会 計 の組 織 化 に関す る方 法 論的指 示」<<MeTOAHueCKtaeyKa3aHUA血oopraHll3・
aqHH6yxraxTepcKoroyqeTaHafipgMNMIIeHHNXllpeAupH"Tu5txcロpHMeHeHHeMcpeAcTBMexa'
(1,p.243)
Hn3allliH》なる書簡(No.71)を発表 した。 この書簡では,機 械化手段を採用 した場合 の 会 計 の
組織化の課題 と形態 を示し,会 計の機械化のための計画立案の基礎を明らかにし,生 産高 ノルマ




お わ り に
1956年から1958年までの ソビエ ト会計の史実をみてきたが,こ の考察から,第6次5力 年計画
についての ソ連邦共産党第20回大会指令にそって資材会計,労 働 と賃金会計が改善されたこと,
また,簡 略化 された勘定計画が制定 され,そ の採用のもとで集計表式仕訳指図書形態が改 良され
た こと,さ らに,工 業 ・建設業の管理制度の改組の もとで新 しい会計指導がおこなわれた ことを






よって,そ の当初の 目的を達成せずに終った。 しかしながら,第20回党大会でお こなわれた イ ・
ヴエ ・スター リンと結びついた個人崇拝にたし,・す る批判は,当 時の理論戦線において大 きな意義
を もった。それは経済科学の領域たおけ る理論の創造的発展にまでい まだいた らなかった とはい
{8)1956年から58年にかけてソ連で出版された会計文献については,引用文献[11]を参照されたい.
46 『明大商学論叢』,r第71巻第1号(1988年7月) (46)
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[6]新 道直行編訳,ソ ビエ トの賃金問風 三一書房,1965。
[7]平 館利雄著,ソ ヴinト計画経済の展開,新 評論,1968。
[8]海 道進著,社 会主義賃金の理論,ミ ネル ヴァ書房,1970。
[9]真 下満著,ソ ビエ ト会計学,未 来払1975。
[10]拙著,ソ ビエ ト減価償却論争,未 来社,1968。
[11]拙稿,ソ 連邦における会計発達史の研究,r明治大学社会科学研究所年報』,第23号,1982。
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働 例えば,固定資産の減価償却と再評価についての論争は,引用文献[10]を参照されたいぼ
